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　南北戦争前夜のアメリカ経済について語る場合、鉄道建設と関連して議論されてきたものに地域
経済の工業化という問題がある。これは特に政治経済両面にわたって対立の強くなっていた南北間
の問題と共に、その背景の一面を明らかにするうえにも重要な課題となっている。本稿は、この点
を中心にして1860年におけるアメリカ経済の姿を工業部門の地域別横断分析を通して鉄道建設との
関連を明らかにしようとするものである。
　〔地域工業化指標〕
　特定地域の経済構造を分析する場合に選択される指標は、同時に基本条件として地域間の比較が
行ない得るものでなければならない。それは地域という概念が時間的・空間的制約を持った概念で
あり、特定地域にしか妥当しない指標は地域の連続的性格からして意味のないものだからである。
さらに、ここで取上げている工業化の問題は歴史的には産業革命を側面に見ながら、その本質にお
いては資本主義経済の進行を意味するものであり、そのことからすれば資本と労働力という二つの
経済要素の分析を中心にしたものでなければならない。そして第三には、これらの経済要素が第一
の地域概念の制約条件にどのように結合されていくかが分析指標の価値を決定するうえで重要にな
ってくる。現実には工業化という問題は経済構造の高度化という国民経済的な視野へと発展されて
いく性質のものであるが、それに関連して地域間の発展段階の度合がどのような条件によって変位
されてくるかが問題となり、選択される指標はこの点に焦点を合わせたものでもなければならない。
ここでは、こうした分析目的から経済力密度、地域別工業生産性、工業化水準指標、Florence立
地係数、Hoffmann係数の5つの指標を用いることにする。
　第一の指標として取上げている経済力密度という概念は地域間相互の比較分析を行なう場合に各
々の地域は一般に行政上形式的に区画された面積を持ち、多くの統計はこうした行政区画を単位と
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して集計されているわけで、その場合こうした統計を単純に比較することは行政地域間の比較とい
う抽象的枠組での操作に他ならず同一基準における度合を示しているものにはなっていない。した
がって、こうした行政的較差を除去することが、これらの実績統計を比較するためには必要となっ
てくる。経済力密度という考え方は、このように地域間の経済構造を明らかにする場合に最も基礎
的な指標となるものである。第二に取上げている地域別工業生産性の分析は資本、労働力、経営規
模の三点から各地域における生産性の度合を明らかにし、その地域の経済活動分析を行なおうとす
るものであ・る。第三の工業化水準指標はFlorence立地係数と共に前述の経済力密度が単位面積
（人口）あたりの絶対量を示すことによって絶対分布を明らかにしようとするのに対し経済の集中
・集積の度合を相対的に把えようとするものであり、それぞれ、（特定地域工業人口／特定地域人
口）／（全国工業人口／全国人口），（特定地域特定工業人口／全国特定工業人口）／（特定地域全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）工業人口／全国全工業人口）によって与えられる。前者は、ある地域が全国平均に比較して工業全
体としてどの程度の水準に達しているかを示し、後者は特定工業部門についての集積状況を示すも
のである。なお本稿では人口のほかに資本および付加価値についても取扱っている。第五に挙げて
いるHoffmann係数は、前述の四指標が絶対的にであれ相対的にであれ工業全体あるいは特定工
業の地域間分布を静態的に示しているのに対し、工業の内部変化と経済成長という問題に視点を置
いているものである。この指標が明らかにしようとしている課題は「製造業諸部門の成長率が異る
結果、工業部門の内部で生ずるある種の構造変化」であり、それが「各国国民経済の成長過程には、
きわだった類似性」があり、工業発展には「一般的な型」が存在するという点、すなわち「生産諸
要素の相対的な量のいかん、立地要因のいかん、技術の状態いかんにかかわらず経済の製造業部門
の構造は常に同一の型にしたがってきた」という仮説である。一般に工業は前述の四指標が明らか
にしよう．としている局所的結集性と共に迂回生産性・分業性を持ち、その展開がとりもなおさず工
業発展の軌跡であると考えられているが、Hoffmanが明らかにしようとするものは後者の点であ
る。歴史的に見るとき、工業化の過程は繊維工業等の消費財産業がまず発達し、ひき続いて機械工
業等の資本財産業が成長してきた。したがって、ある一国内の工業全体が統計的にこの二つの部門
に分けられ得るとすれば、両者の比率（消費財産業純生産額／資本財産業純生産額）の間には一定
の法則関係が見られるであろう。Hoffmannはこのような仮説の下に、第一段階は5：1、第二
段階は2．5：1、第三段階は1：1、第四段階はそれ以下と四つの段階に分け工業化の資本主義発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）展の諸要因に基く動向を定式化しようとしている。このようにHoffmann係数は国民経済を単位
とした工業化の過程を取扱っており、ここで分析しようとしている一国内の地域経済の工業化の問
題とは対象を異にしている。このことはHoffmann係数の性格が、一国は資本主義経済の中で独
享の経済体として自立する傾向にある経済主体であるという前提に基礎づけられているものであり、
前述の段階づけもその制約条件内でのものであるということを示している。したがってHoffmann
係数寮国内の地域経済間の分析に応用する場合には、これらの外的制約が遙かに稀釈であるという
ζとからくる経済構造の地域的局所性に注意が払われなければならなくなる。合衆国の場合にして
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もたとえ州権制の議論はあるにしてもこの問題が現実に現われていることは否定できない。否、む
しろ南北戦争前における地域間分業の議論は他の国以上にHoffmann係数撹乱の原因となるはず
である。それにもかかわらず、Hoffmann係数の持つ意味はここでもやはり地域経済の工業化を
通じての発展という課題の分析には十二分に価値のあるものであり、たとえ地域間分業が成立して
いるとしても、それはあのウィリアム・ペティーの産業発展段階説に見られる如くに所得分配の格
差を生み出してきた原因に根ざして一国内の地域経済においても、その動向は、やはり長期的に
はHoffmannの仮説を認めることになっているのではないかという予測も可能である・したがっ
て、ある時期における国内の各地域の経済構造がHoffmann係数の分析によって段階づけられた
結果は各地域の工業発展の過渡的な姿として理解されなければならないわけでもある。地域間分業
の原因は第一に自然的条件に基くものであるが、分業が地域間の所得分配の格差の決定的な理由と
なっている限りは、地域間に同質化傾向が現われることもまた歴史的事実であり・Hoffmann係
数の意味も国際間比較の場合ほどに明瞭ではないにしても、それを縮小した形なりで現われる可能
性を持っているわけである。
　以上、各指標についての性格および分析目的を解説したわけであるが、すでに触れた如く本論で
の分析態度は一国経済の工業化の過程を工業部門の特性としての局地性と分業迂回性という二つの
性質を地域学的な視角から解明することによって、アメリカ初期鉄道建設の過程を分析するにあた
り、革新的輸送手段としての鉄道が工業化の決定的な担い手であったという従来の学説を吟味する
ことにある。
　〔分　析〕
　分析区域は表に示されている29州で、1860年時点において地理的に鉄道が連続的に波及している
範囲を示しており、ウィスコソシソ、ミズリー、アーカソソー、ルイジアナはこの意味での限界州
となっている。また基礎資料は1860年セソサス中の　“THE　MANUFACTURES　OF　THE
UNITED　STATES　IN　1860；compiled　from　the　original　returns　of　THE　EIGHTH
CENSUS　under　the　direction　of　the　Secretary　of　the　Interior．”（Washington：Government
　　　　　　　　　　（3）Printing　Office．1865・）を利用している。
　1．経済力密度
　ここで経済力要素として選ぼれているのは人口、資本、労働力、付加価値の四種であるが・これ
らは経済活動の基本要素であり相互に最適組合せが行なわれる傾向にあるのは明らかであり、当然
のことながら各要素密度間の相関係数は著しく高くなっている。地域的に見た場合、東北部ニュー
イソグラソド地方が他の地域に比較して高くなっているのは、アメリカ経済の歴史的過程から自然
の姿である。殊に、この時期、資本は綿工業を中心とする繊維工業に、工場制による大規模な経営
形態の普及に伴ない集中し、こうした工場制が一般化していない部門では、それがたとえ重工業部
門であっても限られた地域に資本投下が行なわれるという局所性とも合わせて、資本密度は産業部
門の経営経済的発展段階に応じかなりの差異が現われるという形になっている。マサチュセッツ、
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ロードアイラソド、コネティカットの三州が、例えば全投資額では遙かに高い値を示しているペソ
シルベニア（190百万ドル）、ニューヨーク　（173百万ドル）といった重工業先進州の密度を凌駕し
ているのはそのためである。
　したがって、こうした密度分析を行なう場合、そこに投下されている資本の歴史的性格が同時に
理解されなければならないわけである。資本制生産様式の進展に伴なう労働者階級の増加は数値的
にこの姿をある程度証拠づけており、また人口に対する工業労働者の割合と資本密度との間の相関
係数（A1－A　5）がかなり高い値を示していることによっても知られ得る。資本と労働力の結合
成果である付加価値は、その時期の景気の情況に対して各地域の経済がどのように反応していたか
によって、その値の示す意味が異ってくるわけであり、資本および労働老数の場合ほどには経済力
密度の指標としては安定性を持っていない。
　2・生産性比率
　経済力密度のところで触れたように、付加価値（ここでは生産価額から原材料費を引いた粗付加
価値を用いている）はその時期における経済の動向によって極めて流動的な内容を持つものであり、
例えば軽工業中心地域と重工業中心地域とでは景気変動に対する感応形式が異なることにより両地
域を単純に比較することは評価の過誤をまねく危険性があり、したがって産業別の分析をすること
がより好しいということになる。しかしながら他方においては1860年というこの局時的観点から各
地域の生産性分析を総括しておくことは、その地域の経済活動の姿を概観するうえに、それなりの
意味を持つものでもある。一般に生産性比率は対資本比率と対労働力比率の二つの範嗜に分けられ
ているが、ここでは対経営体比率も取上げている。これは工業経営の規模拡大とそれによる生産能
率・所謂ところの規模の経済性の問題を明らかにする目的を持つものであり、労働生産性が資本集’
約度と不可分の関係にある如く、経営体生産性は資本集中度と密接な関係を持つ経済指標である。
表に示されているように1860年における合衆国の生産性指標は次のことを明らかにしている。第一
に人員別労働生産性は全国平均値660ドル／人に対し、前述経済力密度の分布とは異って鉄道限界
州が東部および南部沿岸州の先進工業地域を上廻っている。これは次の労務費労働生産性と対比し
てみると一層明瞭になってくる。明らかに、この時期工業先進地域においては特に1840年代後半以
後アイルラソド移民を中心にした大量移民の流入により国内の労働力の過剰が一般化し始め、それ
らの移民群がそれ以前の移民に比較して経済力の乏しい貧困移民であったこととも重ね合わせて西
部への移住による労働力の平均化運動が停滞したことにより1850年代に入ると賃銀の低下が生じて
・・たのに対£1）他の麟就中、土地の取得、・連緻府の漣の開拓移齪進の土地政隷。よ喀
易であったことによる農業部門への労働力の吸収が西部の開拓線上で工業労働者に対する優遇とい
う現象を起させる原因にもなり資本集約度の高度化と共に労働生産性優位の現象が生じていたと理
解される。因みに資本密度の高いコネティカット、マサチュセッツ、ロードアイラソドとそれに資
本財工業先進州であるペソシルベニア、ニューヨーク各州の工業労働者一人あたりの年平均賃銀が
274ドルであるのに対し、鉄道限界5州では336ドルと2割以上も高くなっている。それに対し資本
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生産性の地域較差は東部と西部とは比較的均衡しており、当時の経済中心帯であるニューイソグラ
ソド地方、ミシシピー　オハイオ両河に沿って連峰が形成されている。この資本生産性が労働生産
性に比して中心経済圏でほぼ平均化しているということは、すでに触れたように東部での労働力過
剰による労働強化と賃銀低下の現われの一つであると言える。明らかに資本生産性が維持されれぽ
経営体としての成立条件は満されるからである。第三に経営体生産性が取上げられているが、これ
は経営体の規模の経済性の問題に触れるもので資本集中度との相関性が議論の中心となる・表中、
資本集中度と経営体生産性の間の相関係数（B5－B6）は0・936となっていて資本が大であるほ
ど、その経営体の生産能率は高まっていることを証明している。この点は先きの労働生産性と資本
集約度との相関性が0．521（B1－B4）、0．572（B2－B4）と一応有意水準には達しているも
のの資本集中度と経営体生産性の相関性に比べれば著しく低いものとなっていて規模の経済性の持
つ意味が重要になってきていたことを示している。地域的には労働生産性が西部限界州地域におい
て高ったに対し、ニューイソグラソド諸州が圧倒的な高さを堅持し、前述の付加価値密度の高さに
示されている資本主義的工場制工業の真価が如実に現われている。以上のように生産性比率は付加
価値の流動的性格により若干の不安定さがあるとは言うものの経済活動の姿を明らかにするうえで
はそれなりの意味を持つものであり、1860年のアメリカにおける経済活動も労働生産性、資本生産
性、経営体生産性の連環の中で資本制経営形態の動きが一応示されているという結論が得られたわ
けである。
　3．工業化水準指標・Florence立地係数
　工業化水準指標は計算式が示すように、その国の工業化の度合を人口に占める割合をもとにして
地域別の分布を見ようとするものである。したがって、この指標は人口密度の度合にほぼ一致する
分布を示すことになる。先きにも触れたように東部沿岸州における1840年代後半以後の大量の貧困
移民の流入は労働者として雇用される以外に生計を建てる手段を持ちあわせていなかった事実を考
えれば、この時期の労働市場の潤沢は当然の成行きである。マサチュセッツ、ロードアイラソド、
コネティカットといった綿工業中心地帯が他州に比して著しく高くなっており、さらにまた前述の
西部における労働力の稀少性問題も、この指標はよく表わしている。工業化水準指標が統計上の制
約から人口のみを因子として工業化の度合を示そうとするに留っているのに対しさらにFlorence
立地係数を用いることによって主要産業別、経済要素別の相対的地域間比較を行なうことができる。
ここでは後のHoffmann係数との関連も考慮して繊維工業、皮革業、金属工業、機械工業の四部
　　　　　　　（6）門を取上げている。第一に繊維工業については、それはアメリカ産業革命の前哨であり、ロードア
イラソド型、ウォルサム型としてその経営形態が代表されるニューイソグラソド地方に集中してい
ることは周知のところであるが、同時に工場制が特色となっていたことによる資本・労働の地域的
極性が著しく各経済要素間の相関係数も0．904、0．955、0・932（D1－D2、　D　1－D3、　D　2－
D3）と高くなっている。皮革業は1860年においては製造業付加価値額に占める割合は10．1％であ
り、軽工業の代表的部門であると同時に、この産業の性格から繊維工業よりも早期に地域経済の根
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幹として発達し、特に開拓地域では重要な部門となっていた。したがって皮革業は全国的に平均化
しており繊維工業とは異なり加工過程を除けば大量生産の特色を持ち難く資本の集中的投下による
効果が発揮し得ない性格を持っている。繊維工業では経営体生産性が15，442ドルであるに対し、
3，352ドルと三分の一にしかすぎなくなっているのは、この部門が著しく労働集約的な産業である
ことを示している。この点は各経済要素間の相関係数によく現われている。すなわち資本と付加価
値との間の相関係数が0・566（D4－D5）である一方、労働者数と付加価値との関係は0・930（D
5－D6）となっていて労働力依存産業であることが如実に示されている。次に資本財産業の一つ
である金属工業についてであるが、これは一般に知られているように原料指向型の産業であり、ペ
ソシルベニア、オハイオ、ヴァージニア、ケソタッキー、コネティカット等の原燃料産出地域に偏
向分布しているのはそのためであるが、同時に資本集約産業でもあり資本集約度は四産業中最も高
く961ドル／人となっている（繊維工業は562ドル／人）。もっとも繊維工業におけるほど経営形態
の発達は普及しておらず、所謂Iron　Masterによる個人経営的なものが多く、経営体の資本規模
は繊維工業の半分以下の8，313ドルにしかすぎなく、v一ル・ミル等の一部の例外を除けば未だ資
本主義的工場制工業としての体質に発展してはいなかったようである。金属工業は先きに触れたよ
うに原料指向型産業であると同時に輸送費指向型の産業でもある。したがって、他の産業以上に輸
送機関の発達に影響を受け、鉄道の発達との間には特に原燃料産地（ペソシルベニア、ミシガソ、
オハイオ等）では極めて高い相関性を持ち、これらの地域での鉄道発達の経済的誘引として最も重
要な要素であった。さらに金属工業と共に資本財産業として挙げられている機械工業については、
Florence立地係数は他の産業とは異った分布状況を明らかにしている。それは絶対額では北東部
州に集中しているにもかかわらず、Florence立地係数では南部諸州が圧倒的に高くなっているこ
とである。この時期、確かに南部諸州は北部との政治的・経済的対立の激化する中で工業部門への
資本投下がようやく活発化し始めていた。しかしながら、そのことは資本財産業の根幹である機械
工業がFlorence立地係数の示すように南部を中心として偏在していたということを示しているわ
けではない。明らかに、これはFlorence立地係数の形式的錯乱であると言わなければならない。
その原因は同係数の算出式にある。すなわち、この係数は特定産業を他の産業からは独立に取上げ
てその偏向性を明らかにしようとする目的以上の価値を持つものではなく、ある地域がその特定産
業にのみ傾いた産業構造を持っていれば、その地域における同産業の経済力密度は低くとも、この
係数値は著しく高いものになり当産業の先進地域と誤解される可能性が多分にある。この現象がい
まの機械工業の場合に現われているわけである。したがって、こうしたFlorence立地係数の性
格を理解した上で、この分布状態を見れば、逆にそれら南部諸州は他の工業部門に比較して、この
部門により大きな割合で産業配分がなされていたということになり、棉花プラソテーショソを中心
にした原料産出に経済の中心を置いていたこの地域が他の工業部門への資本投下を抑制し、農機具
を中心とする機械工業部門がプラソテーショソ経済の複産物として生み出された結果、こうした現
象を示すに致ったと理解すべきであるかも知れない。以上、各産業別にFlorence立地係数の示す
一178一
産業立地傾向について概説をしたわけであるが、今一つ同立地係数それ自体の資本、労働者数、付
加価値の三要素について各産業ごとにどのような関係があるかについて触れておく必要がある。相
関係数表が示すところによれば、四産業中三産業は資本・付加価値間よりも労働老数・付加価値間
の方が高い相関性を示している。これは全体として当時の産業構造が労働集約的であったことの反
映であると考えられるが、すでに工場制が一般化していた繊維工業では例外的に前者の方が高くな
っている。Florence立地係数は元来、人口因子による分布に限られているのであるが、このよう
に他の経済要素に利用することにより一層その特性を明らかにすることができる。もっとも全体と
して見るとき、資本、労働者数、付加価値それぞれの示すところは資本が最も安定的な指標要素と
なっており、付加価値によるものは前述のようにかなり流動的なものになっている。
　4．Hoffmann係数
　この指標はこれまでのものに対して工業の高度化という点に分析の主点が置かれており、Hof－
fmann自身は付加価値のみを利用して係数を取扱っている。しかし、　Florence立地係数のとこ
ろでも触れたように資本ならびに労働力についても、この係数の取扱いをしておくことが必要に思
われる。第一にHoffmannが示している四つの工業発展の段階に対し、合衆国は1860年において
付加価値係数1．75と第二段階から第三段階に移行過程にあることを示しているが、Hoffmannは
1850年と1870年について、それぞれ2・4、1．7と計算しており、「アメリカの工業化の第二段階が相対
的にみて短期間」であることを指摘し先進工業国からの技術の急速な導入ばかりでなく、国内に存
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）在する豊富な原料と大きな市場によってこうした急速な発展が行なわれ得たとしている。同時にこ
のことは第二段階から第三段階への過程が二つの条件を満す手段として輸送機関の急速な発達を前
提としていたことを考慮しておかなければならない。Hoffmannが言うようにアメリカ経済がこ
の第二段階の時期を他の先進諸国に比較して短期間のうちに終えてしまったということが事実であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8　るとすると、W．　W．　Rostowの所謂、「離陸」がまさにこの時期に一致していることにもなり・
1850年から1870年の間におけるアメリカ経済はまぎれもなく構造的変化をなしていたことになる。
いずれにしても1860年のHoffmann係数は、第二段階の後半期に当っていることを示している。
ところで、アメリカ経済が全体としてはこのような段階に入っていたとしても、それが地域的には
どのように変位していたかがここではより一層問題になるわけであるが、係数は次のことを示して
いる。すなわち、この係数は消費財産業と資本財産業の比という関係によって表わされているもの
であるが、アメリカ合衆国にかかわらず、いずれの先進工業国においてもこの段階にあっては資本
財部門よりも消費財部門により高度な資本集中が見られ、資本財産業中機械工業および金属工業に
ついてみれぽ資本財として十分規定し得る段階に致っていない品目がかなりの割合を占め、さらに
前述のように繊維工業における局地的集中性を持つことにより、他の地域では、むしろ資本財と称
される部門が偏重して現われることになりHoffmann係数はむしろ工業の後進地域で高くなると
いう転倒現象が見られることになる。これはすでにFlorence立地係数のところで若干触れたとこ
ろであるが、Hoffmann係数ではそれがより明瞭な形で現われることになる。したがって、　Hof一
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fmann係数は一つの厳然とした条件の下でしか、その価値を十分に発揮し得ないということであ
る。言い換えれば、その地域が経済自立型地域でなければならないということであり、すでに前節
で述べてきたところのものである。明らかに1860年におけるHoffmann係数の地域別比較は産業
立地の特定化による撹乱現象が起きている。例えば工業後進地域である鉄道限界州地域と先進地域
であるニューイングラソド地方とは、資本係数では3．17と3．23、付加価値係数では1．92と2．52、労
働力係数では1．80と3．76と著しい逆転現象がおきており、Hoffmann係数が低下することが、そ
の地域の工業の高度化を意味するという仮説は、この時点においては妥当し得ないことを示してい
る。逆に言えば、このことは古くからアメリカ経済史の中で議論されてきている地域間分業の存在
を暗示しているとも言えるが、それ以上に各地域の経済の発展段階における差異が影響しており、
さらに時系列的な分析を必要とし早急に結論することはできない。しかし、少なくともHoffmann
係数の逆転がこうした地域間の分業関係の中にその原因の一つがあることは、ほとんど誤りのない
ところであると思われる。
　5．鉄道建設と地域経済の工業化
　鉄道が、この時期アメリカ経済に与えた影響は、一方では資本財産業に対する直接の需要者とな
り、さらには輸送費指向型の産業の成長をもたらし、他方では消費財産業に対して販路拡大の可能
性を与えたことによって産業革命を確立せしめた技術的条件として決定的な役割を持っていたと通
説化されてきたところのものである。1860年、アメリカにおいては鉄道はミシシッピー河を越えて
ウィスコソシソ、アイオワ、ミズリー　アーカソソー、ルイジアナの線上に達し、ミシシッピー、
ミズリー、五大湖の湖河川によって囲まれる経済圏はほぼ鉄道交通経済へと脱皮していた。したが
って鉄道が工業部門との間にかなりの相関関係を持って発達したことは当然予測のつくところであ
り、特に工業化水準指標との相関性は高く0．870（F2－C　1）となっていて、このことを明らか
なものにしている。もっとも、これは全般的な姿を述べたものに過ぎず、個別の指標、産業間では
かなり異った様相を示している。まず第一に経済力密度についてはいずれも相関性が高く、特に人
口密度は鉄道の開通に大きく依存していることを物語っており、工業部門以外の特に商業部門の如
き移動性の高い部門がこの関係の担い手となっていることも理解される。それに対し生産性比率と
の関係は少しく趣を異にしており、労働生産性およびそれと不可分の関係にある資本集約度とは、
鉄道に対してむしろ逆の関係にあり、先きに触れた西部開発地域での労働力の稀少性と関連して、
鉄道輸送力が不十分な地域での労働市場の停滞が暗示されている。実際問題として、人口密度と鉄
道建設との間に著しい相関があるということは、同時に鉄道建設と労働力の移入ということを意味
しており、鉄道の地域経済に及ぼす影響の大きいことが理解される。さらに、このことは資本集中
度および経営体生産性との間の相関係数がかなり高い有意条件を満していることによっても規模の
経済性と鉄道の輸送力による販路条件とが一致していたという結果を与え、資本、労働、市場の三
つの側面が鉄道輸送の発達と重要な関係にあったことを明らかにしている。それに対し、転倒現象
の起きているHoffmann係数との関係では相関性はほとんどないと言ってよい状態になっていて、
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数値的な保証をさらに与えている。次に、各工業部門との関係であるが、これはすでに述ぺてきた
ところのものがより一層明瞭な形で保証されていると言える。第一には、局地性が強く出ている繊
維工業においては全体として他の部門に比較して低い値となっているのに対し、鉄道の出現によっ
て到達可能な原燃料地域の拡大した金属工業は最も高い相関関係を持っていることが示されている。
また、機械工業は金属工業にほぼ類似した趣をなしているが、皮革業はその移転の容易さから、そ
れほど輸送手段の影響を受けな～・でいる。全体として見ると、資本財産業は消費財産業に比較して
より強い関係を鉄道との間に持っていたことが知られる。これは、明らかに鉄道がこうした資本財
産業に対して、所謂、A．0．　Hirschmanの前方・後方連関の両側面に功献していたことを示して
　（9）
いる。
　〔むすび〕
　如上、五つの指標により、鉄道建設と関連して1860年におけるアメリカ工業の地域的分析を行な
ったわけであるが、各地域の経済発展段階の相違と地域間分業という二つの問題がこの分析の重要
な制約条件となっていることが明らかになり、また、そうした問題は輸送手段の発達の度合に応じ
て各産業部門の特性と共により明瞭な形で現われ、合衆国全体としてはHoffmannの指摘するよ
うに資本財産業中心型に急速に移行する段階にあるとしても、地域的には著しい差異のあることが
認められた。いずれにしても、こうした数量的な分析がくこの時期のアメリカ経済の工業化の姿を
ある程度明らかにする手段になり得ることがこの研究で一応示されたように思われる。
〔注〕
（1）西岡久雄、「立地と地域経済」昭和45年、p．272　ff．
（2）W．G．　Hoffmann，“The　Growth　of　Industrial　Economics，”1958．長洲。富山訳、「近代産業
　　発展段階論」昭和42年、PP．2－3．
（3）　1860年の時点で連邦に州として承認加入しているものは33州（29州以外の州は、Texas・California・
　　Minnesota，　Oregonの4州）であり、分析区域に含まれる29州で合衆国経済の大部分を占めていること
　　が知られる。因みに、1860年における合衆国工業資本および生産額の29州によって占める割合は、それ
　　ぞれ97．5％（975，715，205ドル）、95．2％（1，796，160，380ドル）となっている。
（4）　G．R．　Taylor，‘‘The　Transportation　Revolution，1815－1860”，1951，PP・294－296・
（5）　R．H．　Hibbard，‘‘A　History　of　the　Pubic　Land　Policies”1924．
（6）産業分類の基準は、「日本標準産業分類」　（行政管理庁統計基準局編、1967年5月）によっている。
　　この4部門が全工業に占める資本、労働者数、労務費、付加価値の割合は、それぞれ49．6％，59・2％，
　　55．5％，51．8％となっている。
（7）W．G．　Hoffman，“ibid”
（8）W．W．　Rostow，“The　Stages　of　Economic　Growth，”1960・P・36　ff・
（g）　A．O．　Hirshman，“The　Strategy　of　Economic　Development，”1958，　p．98　ff．
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付加価値
（F）鉄　　　　　道
　（1）　　　　　　　　　　　　　　（2）　　　　　　　　　　　　　　（3）
嚼ﾝ費用　　　建設費用　　　建設距離
嚼ﾝ距離　　　面　　積　　　面　　積
ドノレ／　　　　ドル／　　　　　　　マイル／
}イル　　100平方マイル　100平方マイル
???????????? ?? ?????????????????? ?? ?? ?? ?? ??????
1．71 2．26 1．75137，396 72，407 1．94
一185一
指　標　間　相　関　性
組　　合　　せ
A1－A2
〃　－A3
〃　－A4
〃　－A5
〃　－A6
〃　－A7
A2　　A3
〃　　　　A4
A3　　A4
A5－A6
〃　－A7
A6－A7
B1－B2
〃　　　B3
〃　－B4
〃　－B5
〃　　　　B6
B2　　B3
〃　　　　B4
〃　－B5
〃　　　B6
B3－B4
〃　－B5
〃　－B6
B4－B5
〃　一〃6
〃5－〃6
C1－E　1
〃　－E2
相関係数
??????????????????????????? ????﹇?【 ??
組　　合　　せ
〃　－E3
D1－D2
〃　－D3
D2－D3
D4－D5
〃　　　　D6
D5　　D6
’D7－D8
〃　－D9
D8－Dg
D10－D11
”　－D12
D11－D12
E1－E2
〃　－E3
E2－E3
F1－F2
〃　－F3
F2　　F3
F2－A　1
?????????一A2
－A3
－A4TA5
－A6
　　A7
　　〃1
　　〃2
　　〃3
相関係数
???? ? ????????????
注、相関係数が0．36以上である場合、相関性は有意（危険率＝0．05）。
一186一
組　　合　　せ
〃　一〃4
〃　一〃5
〃　一一一〃6
〃　－C1
〃　－E1
〃　－E2
〃　rE　3
鉄道建設費
一全工業投資
一繊維　　〃
一皮革　　〃
一金属　　Zi
一機械　　〃
一全工業労働者数
一繊維　　〃
一皮革　　〃
一金属　　〃
一機械　　〃
一全工業労務費
一繊維　　〃
一皮革　　〃
一金属　　〃
一機械　　〃
一全工業付加価値
一繊維　　〃
一皮〃　　〃
一金属　　〃
一機械　　〃
相関係数
一〇．384
　0。776
　0．758
　0．870
　0．051
　0．547
　0．390
76
?．??????????????????
??? ?
